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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 30,402,729,163

有価証券 6,000,000,000

医業未収金 12,405,517,095

貸倒引当金 △ 25,007,361 12,380,509,734

未収金 3,290,322,717

医薬品 451,943,476

診療材料 28,875,419

給食用材料 12,348,135

貯蔵品 43,069,030

前払費用 33,406,226

その他流動資産 94,967,822

流動資産合計 52,738,171,722

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 61,677,407,245

減価償却累計額 △ 32,705,407,346 28,971,999,899

構築物 531,819,905

減価償却累計額 △ 232,844,456 298,975,449

医療用器械備品 30,650,494,407

減価償却累計額 △ 24,600,017,662 6,050,476,745

その他器械備品 13,391,209,135

減価償却累計額 △ 10,611,921,202 2,779,287,933

車両 1,147,627

減価償却累計額 △ 1,147,626 1

土地 60,405,798,150

建設仮勘定 62,634,000

その他有形固定資産 25,750,000

有形固定資産合計 98,594,922,177

２　無形固定資産

ソフトウェア 4,852,721,633

特許権 1

電話加入権 368,000

その他無形固定資産 15,883,049

無形固定資産合計 4,868,972,683

３　投資その他の資産

破産更生債権等 65,579,589

貸倒引当金 △ 65,579,589 0

⾧期前払費用 40,225,077

退職給付引当金見返（注） 7,179,464,730

その他の投資その他の資産 3,059,009

投資その他の資産合計 7,222,748,816

固定資産合計 110,686,643,676

資産合計 163,424,815,398

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

貸　借　対　照　表
（令和８年３月３１日）

科 目 金 額

3



【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

科 目 金 額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 676,527,835

預り補助金等（注） 1,426,744,704

預り寄附金（注） 748,921,619

一年以内返済⾧期借入金 1,185,580,818

買掛金 5,939,308,648

未払金 11,221,837,351

未払費用 26,482,963

一年以内支払リース債務 86,839,618

未払消費税等 240,194,600

前受金 1,468,439,169

預り金 1,219,194,581

引当金

賞与引当金 1,931,909,337 1,931,909,337

その他流動負債 212,570,191

流動負債合計 26,384,551,434

Ⅱ　固定負債

資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金 1,118,136,377

資産見返補助金等 4,231,300,264

資産見返寄附金 219,840,856 5,569,277,497

⾧期預り寄附金（注） 2,242,072,839

⾧期借入金 12,130,252,000

リース債務 137,645,906

引当金

退職給付引当金 8,897,723,625

環境対策引当金 152,681,550 9,050,405,175

資産除去債務 2,313,482,110

固定負債合計 31,443,135,527

負債合計 57,827,686,961

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 91,249,446,513

資本金合計 91,249,446,513

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 8,637,840,995

その他行政コスト累計額（注）

　減価償却相当累計額（△） △ 10,153,106,009

　利息費用相当累計額（△） △ 12,820,244

　除売却差額相当累計額（△） △ 3,769,245,262 △ 13,935,171,515

資本剰余金合計 △ 5,297,330,520

Ⅲ　利益剰余金

前中⾧期目標期間繰越積立金（注） 5,414,397,108

積立金 16,068,020,647

当期未処理損失 △ 1,837,405,311

（うち当期総損失） （ △ 1,837,405,311 ）

利益剰余金合計 19,645,012,444

純資産合計 105,597,128,437

負債純資産合計 163,424,815,398

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

業務費 105,971,378,933

一般管理費 1,442,458,598

財務費用 35,342,768

その他経常費用 423,483,473

臨時損失 87,262,213

損益計算書上の費用合計 107,959,925,985

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額（注） 645,539,180

除売却差額相当額（注） 17

その他行政コスト合計 645,539,197

Ⅲ　行政コスト 108,605,465,182

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

行政コスト計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

科 目 金 額
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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

経常費用
業務費

給与費 32,557,497,084
材料費 37,636,244,820
委託費 6,672,451,059
設備関係費 11,557,128,839
経費 17,543,142,648
その他 4,914,483 105,971,378,933

一般管理費
給与費 1,023,215,791
材料費 500,841
経費 378,858,401
減価償却費 39,883,565 1,442,458,598

財務費用 35,342,768
その他経常費用 423,483,473

経常費用合計 107,872,663,772

経常収益
運営費交付金収益（注） 6,206,145,013
補助金等収益（注） 3,353,019,465
業務収益

医業収益 73,061,504,781
研修収益 101,671,577
研究収益 19,789,907,564 92,953,083,922

寄附金収益（注） 117,861,882
資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金戻入 219,832,781
資産見返補助金等戻入 1,273,364,251
資産見返寄附金戻入 81,599,252 1,574,796,284

退職給付引当金見返に係る収益（注） 832,886,942
財務収益 31,516,984
その他経常収益 1,042,640,565

経常収益合計 106,111,951,057
経常損失 △ 1,760,712,715

臨時損失
固定資産除却損 48,607,764
固定資産除却費 37,424,529
賠償金負担額 1,229,920 87,262,213

臨時利益
その他臨時利益 10,569,617 10,569,617

当期純損失 △ 1,837,405,311
当期総損失 △ 1,837,405,311

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損　益　計　算　書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 32,751,527,477

材料の購入による支出 △ 37,031,946,052

その他の業務支出 △ 28,159,264,674

運営費交付金収入 7,189,980,000

補助金等収入 6,204,232,267

補助金等の精算による返還金の支出 △ 5,351,882

寄附金収入 1,188,095,578

医業収入 72,334,859,952

研修収入 99,645,611

研究収入 19,857,809,467

その他の収入 1,167,912,504

小計 10,094,445,294

利息及び配当金の受取額 26,436,710

利息の支払額 △ 22,752,339

業務活動によるキャッシュ・フロー 10,098,129,665

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 3,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 3,905,730,332

無形固定資産の取得による支出 △ 766,379,840

施設費による収入 246,250,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,425,860,172

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

⾧期借入金の返済による支出 △ 1,190,311,746

リース債務償還による支出 △ 90,661,088

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,280,972,834

Ⅳ　資金増加額 1,391,296,659

Ⅴ　資金期首残高 29,011,432,504

Ⅵ　資金期末残高 30,402,729,163

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

科 目 金 額
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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 1,837,405,311

当期総損失 △ 1,837,405,311

Ⅱ 損失処理額

積立金取崩額 1,837,405,311 1,837,405,311

Ⅲ　次期繰越欠損金 - 

損失の処理に関する書類（案）

科 目 金 額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～  ４７年 

構築物 ４ ～  ５０年 

医療用器械備品 ２ ～  １０年 

その他器械備品 ２ ～  ２０年 

車両   ２年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、減価償却相当

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

４．賞与引当金の計上基準 

 役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負 

担すべき支給見込額を計上しております。 

５．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上し

ております。 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に 

ついては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付

引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 ６．環境対策引当金の計上基準 

   環境有害物質の除却に伴う処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計 

上しております。 
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 ７. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 （１）満期保有目的債券 

満期保有目的債券については、償却原価法によっております。 

 （２）その他有価証券 

    市場価格のない株式等以外については、時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

 

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

（４）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 

９．収益及び費用の計上基準 

（１）医業収益 

医業収益は、主に入院及び外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負っ

ております。当該履行義務は、継続的に役務を提供していることから一定の期間にわたり充足さ

れると判断し、診療行為の提供に応じて収益を認識しております。 

（２）研究収益 

研究収益は、主に製薬会社や研究機関等から委託される受託研究に係る収益であり、継続的

に役務を提供していることから、顧客との契約に基づいて、受託研究試験の役務等を提供する

履行義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわたり充足される履行義務である

と判断し、受託研究試験の進捗に基づき収益を認識しております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

 

１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）

附則第８条第７項の規定に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 

                              ５０２，３００，８１８円 

 

２．金融商品の状況に関する事項 

当センターは、資金運用については預金、公債及び金銭信託に限定し、また、資金調達につ

いては財政融資資金からの借入によっております。 

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク

低減を図っております。 

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、

資金調達を行っております。 
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３．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。また、現金は注記を省略しており、預金、金銭信託、医業未収金、買掛金、未払金は短期

間で決済がされるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

区 分 
貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差 額 

（１）長期借入金 （１３，３１６） （１１，４２１） （△１，８９５） 

注１．負債に計上されているものは（ ）で示しております。 

２．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

（1）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

４．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産に係る金額 

その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 

△１２，７３０，１１５，３０８円

Ⅲ．行政コスト計算書 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト １０８，６０５，４６５，１８２円 

自己収入等 △９４，０４７，１０６，７９３円

機会費用  ２，０２３，１４６，０６７円

独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト  １６，５８１，５０４，４５６円 

２．機会費用の計算方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国

債の令和８年３月末利回りを参考に２．３４５％で計算しております。 

Ⅳ．損益計算書 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

その他業務収益 １４８，６６８，２５９円 

２．経常費用の内訳 
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  （１） 給与費のうち、引当金繰入額  

        賞与引当金繰入額                  １，６８５，７１７，４５８円 

         退職給付引当金繰入額              １，１５１，４０３，８５８円 

    （２） 設備関係費のうち、減価償却費 

       減価償却費             ８，２８３，１４８，１２５円 

    （３） 経費のうち、引当金繰入額  

         貸倒引当金繰入額                     △２７，５９９，５３４円 

 

３．財務費用の内訳 

      支払利息                   ３５，３４２，７６８円 

 

４．その他臨時利益の内訳  

    委託費の返金                   ９，２７８，３１７円 

    保険金等の受取り                 １，２５０，９２０円 

その他                         ４０，３８０円 

    その他臨時利益合計                             １０，５６９，６１７円 

 

 

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書  

 

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                        ３０，４０２，７２９，１６３円 

    資金期末残高                            ３０，４０２，７２９，１６３円 

 

２．重要な非資金取引  

 

該当事項はありません。 

 

 

 

Ⅵ．退職給付引当金 

 

 １．採用している退職給付制度の概要 

   当センターは、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。 

   非積立型制度である退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金 

  を支給しております。 

 

 ２．確定給付制度 

    （１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 期首における退職給付債務 

  勤務費用 

  数理計算上の差異の当期発生額 

  退職給付の支払額 

 期末における退職給付債務 

８，３０１，２２５，３１２円 

７９５，０３８，７３０円 

３５６，３６５，１２８円 

△５５４，９０５，５４５円 

８，８９７，７２３，６２５円 

  （２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

 非積立型制度の未積立退職給付債務 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 

８，８９７，７２３，６２５円 

８，８９７，７２３，６２５円 
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退職給付引当金 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 

８，８９７，７２３，６２５円 

８，８９７，７２３，６２５円 

（３）退職給付に関連する損益

勤務費用 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 

合計 

７９５，０３８，７３０円 

３５６，３６５，１２８円 

１，１５１，４０３，８５８円 

（４）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 １．５％

Ⅶ．固定資産の減損関係 

該当事項はありません。 

Ⅷ．不要財産に係る国庫納付関係 

該当事項はありません。 

Ⅸ．資産除去債務関係 

１．資産除去債務の概要 

当センターは、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用並びに、所有する医療用

器械備品等の処分時における放射性同位元素及び放射化物の除去費用につき資産除去債務を計

上しております。 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参考

に６年～３９年と見積っております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の

利回りを採用しており、０．１４７％～２.２８３％となっております。 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高  ２，２９７，２８３，３１３円 

時の経過による調整額   １６，１９８，７９７円 

当期認識した資産除去債務  ０円 

資産除去債務履行に伴う減少額 ０円 

期末残高   ２，３１３，４８２，１１０円 

Ⅹ．収益認識関係 

 当法人は、以下に記載する内容を除き、独立行政法人会計基準第８６における収益に重要性が乏

しいため、注記を省略しております。 

１．収益の分解情報 
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  当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、研究事業、臨床研究事業及び診療事業であり、

各事業の主なサービス等の種類は受託研究に係るサービス成果、診療行為に係るサービスでありま

す。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、10,729 百万円、8,776 百万円

及び 73,061 百万円であります。 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。 

 

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報  

（１）契約資産及び契約負債の残高等             （単位：円） 

  
当事業年度 

期首 期末 

医業未収金 

 顧客との契約から生じた債権 

 

11,061,663,329 

 

11,733,187,532 

 契約資産 627,600,326 672,329,563 

未収金 

 顧客との契約から生じた債権 

 

1,936,663,713 

 

1,621,565,847 

 契約資産 575,462,726 726,441,229 

前受金 

 契約負債 

 

1,330,086,293 

 

1,354,174,507 

 

契約資産は、医業収益、研究収益において進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求の

履行義務に係る対価に対する当法人の権利に関するものであります。契約資産は対価に対する当法

人の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。 

契約負債は主に、研究収益について、契約に基づき顧客からうけとった対価であり、収益の認識

に伴い取り崩されます。 

期首時点の契約負債残高のうち、当事業年度に認識した収益の額は、806 百万円であります。 

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、9,419 百万円であり、当

法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて 2026 年から 2042 年までの間で収

益を認識することを見込んでいます。 

なお、当法人では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

現在までに法人の履行が完了した部分に対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧

客から受け取る権利を有している履行義務は含めておりません。 

 

 

Ⅺ．重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は、以下の通りです。 

 

                                                                 （単位：円） 

契約内容 契約金額 
翌年度以降の 

支払金額 

医薬品等・調達及び物流管理業務委託 54,587,381,368 50,868,485,874 

全国がん登録システム等クラウド利用料 174,583,200 160,034,600 
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クラウドプラットフォーム（Amazon Web Services）利用料 240,848,590 240,848,590 

マイクロソフトライセンス マイクロソフトエンタープラ

イズ製品 3770点 外２件 
630,768,204 420,512,136 

ゲノムデータ管理室及び情報統合室における運用支援業務 163,515,000 149,888,750 

研究棟ネットワーク更改（5年保守付リース） 一式 342,111,000 336,409,150 

がん集学的治療多施設共同臨床試験支援業務 118,140,000 118,140,000 

がんゲノム情報レポジトリーシステム機能追加及びインフ

ラ基盤改修業務 
115,159,000 115,159,000 

がんゲノム情報レポジトリーシステム等のアプリケーショ

ン保守及びハードウェア・ソフトウェア保守 
271,563,688 271,563,688 

ゲノム医療知識統合システム機能追加及びアプリケーショ

ン保守業務 
240,557,625 240,557,625 

VARIAN 社製放射線治療装置（TrueBeam）（RGSC）保守 166,938,750 125,204,060 

病院情報システム保守 一式 766,095,814 103,774,594 

医事・病歴等業務委託 986,436,000 602,822,000 

医事受付・検診部門業務委託 453,301,200 277,017,400 

建物・設備等総合維持管理業務委託 2,138,400,000 2,138,400,000 

清掃業務委託 269,148,000 269,148,000 

ネットワーク運用業務委託 一式 180,298,800 180,298,800 

全ゲノム解析等の推進における全ゲノム解析等に係る事業

実施組織の運営等に関する支援業務  
216,666,667 216,666,667 

（再公告）常駐施設警備業務委託 一式 473,513,040 473,513,040 

病院情報システム 一式（中央・東） 8,035,390,000 8,035,390,000 

【令和 8 年度医療機器投資】サイクロトロンオーバーホー

ル 一式 
146,300,000 146,300,000 

Da Vinci SPサージカルシステム保守 一式 130,735,000 130,735,000 

【再公告】【令和6年度医療機器投資】リング型放射線治療

システム 一式 
825,000,000 825,000,000 

多施設共同、非盲検無作為化第Ⅲ相、医師主導治験におけ

る中央事務局支援業務 
139,821,000 16,336,619 

乳癌に対する多施設共同、非盲検無作為化第 III 相、

医師主導治験における中央事務局支援業務 
676,926,230 66,223,588 

消化管内分泌癌に対する多施設共同、非盲検無作為化第III

相、医師主導治験における中央事務局支援業務 ※再公告 
268,542,940 192,009,352 

多施設共同、二重盲検無作為化第II相、医師主導治験にお

ける中央事務局支援業務 ※再公告 
314,119,218 223,755,837 

電気設備点検改修工事 287,199,000 195,722,534 

中央病院棟乗用ＥＶ更新 526,900,000 526,900,000 

宿舎棟自動火災報知設備更新 123,860,000 123,860,000 

中型搬送設備改修工事 280,500,000 280,500,000 

特殊建物・設備総合維持管理業務委託（柏地区） 990,000,000 660,000,000 

清掃業務委託（柏地区） 396,000,000 264,000,000 

警備業務委託（東病院） 327,800,000 109,266,667 

療養環境整備業務委託（寝具賃貸借、白衣等洗濯及び

ベッドメイク業務委託） 委託費 
113,147,100 113,147,100 

柏の葉パークサイド2階外来拡張区画貸室定期賃貸借 323,899,800 208,915,371 
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陽子線治療ｼｽﾃﾑ保守 217,470,000 217,470,000 

VARIAN社製放射線治療システム(TRUEBEAM)保守業務 211,497,000 134,362,800 

VARIAN社製放射線治療システム(Halcyon)保守業務 244,569,600 195,655,680 

超小型サイクロトロンシステム保守 199,815,000 159,852,000 

フィリップス製放射線装置保守 130,625,000 104,500,000 

医事管理課業務委託 722,660,400 361,330,200 

Ⅻ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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財 務 諸 表

（附 属 明 細 書）
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注

２
90

,5
86

,9
50

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

７
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

摘
 

 
要

退
職

一
時

金
に

係
る

債
務

年
金

資
産

退
職

給
付

引
当

金

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

:
円

）
摘

 
 

要

（
注

）
１

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
91

の
特

定
は

さ
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。
２

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
91

の
特

定
が

さ
れ

て
お

り
ま

す
。

区
 

 
 

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

環
境

対
策

引
当

金
15

2,
68

1,
55

0
0

0
0

15
2,

68
1,

55
0

期
末

残
高

摘
 

 
要

目
的

使
用

そ
の

他
賞

与
引

当
金

1,
75

6,
84

5,
74

0
1,

93
1,

90
9,

33
7

1,
75

6,
84

5,
74

0
1,

93
1,

90
9,

33
7

摘
 

 
要

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高
当

期
増

減
額

計
1,

90
9,

52
7,

29
0

1,
93

1,
90

9,
33

7
1,

75
6,

84
5,

74
0

0
2,

08
4,

59
0,

88
7

医
業

未
収

金
11

,6
89

,2
63

,6
55

71
6,

25
3,

44
0

12
,4

05
,5

17
,0

95
65

,9
43

,8
76

△
 4

0,
93

6,
51

5

区
 

 
 

分
貸

付
金

等
の

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

未
収

金
3,

01
4,

68
3,

88
9

△
 8

4,
67

0,
77

1
2,

93
0,

01
3,

11
8

0
0

一
般

債
権

11
,6

89
,2

63
,6

55
71

6,
25

3,
44

0
12

,4
05

,5
17

,0
95

65
,9

43
,8

76
△

 4
0,

93
6,

51
5

破
産

更
生

債
権

等
55

,1
88

,2
00

10
,3

91
,3

89
65

,5
79

,5
89

55
,1

88
,2

00
10

,3
91

,3
89

一
般

債
権

3,
01

4,
68

3,
88

9
△

 8
4,

67
0,

77
1

2,
93

0,
01

3,
11

8
0

0

計
14

,7
59

,1
35

,7
44

64
1,

97
4,

05
8

15
,4

01
,1

09
,8

02
12

1,
13

2,
07

6
△

 3
0,

54
5,

12
6

破
産

更
生

債
権

等
55

,1
88

,2
00

10
,3

91
,3

89
65

,5
79

,5
89

55
,1

88
,2

00
10

,3
91

,3
89

未
認

識
過

去
勤

務
費

用
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

0
0

0
0

区
 

 
 

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
退

職
給

付
債

務
合

計
額

8,
30

1,
22

5,
31

2
1,

15
1,

40
3,

85
8

55
4,

90
5,

54
5

8,
89

7,
72

3,
62

5

0
0

0
0

8,
30

1,
22

5,
31

2
1,

15
1,

40
3,

85
8

55
4,

90
5,

54
5

8,
89

7,
72

3,
62

5

8,
30

1,
22

5,
31

2
1,

15
1,

40
3,

85
8

55
4,

90
5,

54
5

8,
89

7,
72

3,
62

5

注
２

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
32

8,
11

9,
41

6
7,

87
7

0
32

8,
12

7,
29

3

区
 

 
 

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

石
綿

障
害

予
防

規
則

70
9,

16
3,

89
7

16
,1

90
,9

20
0

72
5,

35
4,

81
7

注
１

注
１

0
2,

31
3,

48
2,

11
0

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
1,

26
0,

00
0,

00
0

0
0

1,
26

0,
00

0,
00

0

合
　
計

2,
29

7,
28

3,
31

3
16

,1
98

,7
97

23



９
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

:
円

）
保

証
料

収
益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(7
7,

89
7,

74
6)

(7
3,

16
6,

81
8)

(7
7,

89
7,

74
6)

(7
3,

16
6,

81
8)

－

1
58

0,
19

8,
56

4
0

77
,8

97
,7

46
1

50
2,

30
0,

81
8

－

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
国

立
研

究
開

発
法

人
に

関
す

る
法

律
（

平
成

20
年

法
律

第
93

号
）

附
則

第
8条

第
7項

の
規

定
に

基
づ

き
、

 
各

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
生

労
働

大
臣

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
以

外
の

 
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
借

入
金

債
務

を
保

証
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

（
 

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

１
０

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細
（

単
位

:
円

）

48
6,

33
2,

04
4

67
6,

52
7,

83
5

（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

 
①

運
営

費
交

付
金

収
益

へ
の

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
:

円
）

区
 

 
 

分
期

首
残

高
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

高

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

引
当

金
見

返
と

の
相

殺
額

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

資
本

剰
余

金
小

 
計

運
営

費
交

付
金

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額

区
 

 
 

分
運

営
費

交
付

金
収

益
運

営
費

交
付

金
の

主
な

使
途

費
用

主
な

使
途

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

71
6,

57
7,

67
8

7,
18

9,
98

0,
00

0
6,

20
6,

14
5,

01
3

53
7,

55
2,

78
6

0
6,

74
3,

69
7,

79
9

診
療

事
業

10
8,

96
4,

00
0

10
8,

96
4,

00
0

人
件

費
:

10
8,

96
4,

00
0円

教
育

研
修

事
業

78
8,

99
4,

00
0

78
8,

99
4,

00
0

人
件

費
:

61
8,

07
7,

03
2円

 
 

委
託

費
:

71
,1

09
,2

23
円

 
そ

の
他

:
99

,8
07

,7
45

円

研
究

事
業

2,
38

9,
32

7,
42

1
2,

38
9,

32
7,

42
1

人
件

費
:

1,
21

6,
60

8,
51

5円
 

材
料

費
:

53
,5

53
,4

06
円

 
委

託
費

:
51

0,
20

0,
85

5円
水

道
光

熱
費

:
38

6,
16

0,
20

0円
 

そ
の

他
:

22
2,

80
4,

44
5円

臨
床

研
究

事
業

1,
92

0,
14

9,
03

9
1,

92
0,

14
9,

03
9

人
件

費
:

70
7,

88
9,

46
4円

 
材

料
費

:
18

9,
97

0,
40

0円
 

委
託

費
:

77
0,

02
8,

73
7円

水
道

光
熱

費
:

21
,6

76
,4

08
円

 
そ

の
他

:
23

0,
58

4,
03

0円

情
報

発
信

事
業

98
5,

62
9,

55
3

98
5,

62
9,

55
3

人
件

費
:

57
7,

15
8,

71
3円

 
委

託
費

:
21

3,
66

7,
43

8円
水

道
光

熱
費

:
17

,8
32

,1
75

円
 

そ
の

他
:

17
6,

97
1,

22
7円

法
人

共
通

13
,0

81
,0

00
13

,0
81

,0
00

そ
の

他
:

13
,0

81
,0

00
円

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

－
－

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

－
－

合
計

6,
20

6,
14

5,
01

3
6,

20
6,

14
5,

01
3

24



 
②

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

及
び

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
額

並
び

に
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
:

円
）

（
３

）
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

額
の

明
細

（
単

位
:

円
）

（
４

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
:

円
）

　

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替
資

本
剰

余
金

へ
の

振
替

振
替

額
主

な
使

途
振

替
額

主
な

使
途

研
究

事
業

37
7,

48
6,

97
5

研
究

用
器

械
・

備
品

:
36

9,
19

4,
35

0円
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
:

8,
29

2,
62

5円
0

臨
床

研
究

事
業

15
8,

55
8,

36
4

研
究

用
器

械
・

備
品

:
89

,4
52

,8
49

円
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
:

69
,1

05
,5

15
円

0

診
療

事
業

0
0

教
育

研
修

事
業

0
0 0

セ
グ

メ
ン

ト
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

相
殺

額
主

な
相

殺
額

の
内

訳

情
報

発
信

事
業

1,
50

7,
44

7
事

業
用

器
械

・
備

品
:

1,
50

7,
44

7円
0

法
人

共
通

0
0

研
究

事
業

82
,5

41
,8

98
退

職
給

付
引

当
金

見
返

:
82

,5
41

,8
98

円
臨

床
研

究
事

業
22

,8
59

,3
11

退
職

給
付

引
当

金
見

返
:

22
,8

59
,3

11
円

合
計

53
7,

55
2,

78
6

情
報

発
信

事
業

63
3,

77
6

退
職

給
付

引
当

金
見

返
:

63
3,

77
6円

法
人

共
通

84
,0

33
,7

41
退

職
給

付
引

当
金

見
返

:
84

,0
33

,7
41

円

診
療

事
業

28
8,

26
1,

61
7

退
職

給
付

引
当

金
見

返
:

28
8,

26
1,

75
0円

教
育

研
修

事
業

8,
00

1,
70

1
退

職
給

付
引

当
金

見
返

:
8,

00
1,

70
1円

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

－
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
越

額
は

な
い

。

合
計

48
6,

33
2,

04
4

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
67

6,
52

7,
83

5

使
用

見
込

み

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
と

使
用

見
込

み
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

・
研

究
事

業
 

横
断

的
研

究
推

進
組

織
経

費
に

お
い

て
、

研
究

計
画

等
が

未
了

の
た

め
、

翌
期

に
45

7,
87

4円
収

益
化

予
定

。
・

研
究

事
業

 
RI

セ
ラ

ノ
テ

ィ
ク

ス
～

加
速

化
事

業
に

お
い

て
、

翌
期

ま
で

延
⾧

す
る

こ
と

か
ら

、
 翌

期
に

56
2,

28
9,

00
0円

収
益

化
予

定
。

・
臨

床
研

究
事

業
 

が
ん

研
究

開
発

費
に

よ
る

研
究

に
お

い
て

、
一

部
を

翌
期

ま
で

延
⾧

す
る

こ
と

か
ら

、
 翌

期
に

27
,4

12
,9

03
円

収
益

化
予

定
。

・
臨

床
研

究
事

業
 

治
験

臨
床

研
究

推
進

事
業

（
築

地
）

に
お

い
て

、
取

得
し

た
リ

ー
ス

資
産

の
翌

期
以

降
支

払
い

分
13

,4
24

,4
00

円
を

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

・
臨

床
研

究
事

業
 

BR
ID

GE
（

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
推

進
費

）
に

お
い

て
、

研
究

計
画

等
が

未
了

の
た

め
、

翌
期

に
5,

14
6,

57
0円

収
益

化
予

定
。

・
法

人
共

通
 

退
職

手
当

に
お

い
て

、
当

該
年

度
退

職
者

が
予

定
よ

り
減

っ
た

た
め

、
翌

期
に

67
,7

97
,0

88
円

を
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

計
67

6,
52

7,
83

5
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１
１

．
運

営
費

交
付

金
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

 
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
:

円
）

84
5,

36
8,

00
0

72
5,

47
2,

00
0

37
8,

31
1,

20
0

13
6,

84
4,

00
0

10
,0

00
,0

00

73
,3

94
,0

00

60
,0

00
,0

00

29
,5

73
,0

00

　
16

9,
78

9,
60

9

22
3,

17
6,

36
3

14
5,

59
6,

00
0

81
,7

75
,1

90

99
,0

07
,1

56

99
,3

48
,2

72

21
,6

56
,5

23

54
8,

29
2,

32
1

20
1,

02
7,

67
9

次
世

代
ヘ

ル
ス

テ
ッ

ク
・

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
育

成
支

援
事

業
（

癒
着

性
小

腸
閉

塞
に

対
す

る
新

規
的

治
療

デ
バ

イ
ス

の
開

発
）

22
,3

13
,8

40
65

7,
31

7

区
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等

橋
渡

し
研

究
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
出

口
指

向
の

橋
渡

し
研

究
支

援
に

よ
る

ア
カ

デ
ミ

ア
研

究
成

果
の

最
大

化
）

83
,0

80
,4

90
1,

30
5,

30
0

橋
渡

し
研

究
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
大

学
発

医
療

系
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

74
9,

32
0,

00
0

次
世

代
医

療
機

器
連

携
拠

点
整

備
等

事
業

（
が

ん
の

診
断

・
治

療
・

緩
和

に
お

け
る

ア
ウ

ト
カ

ム
向

上
に

帰
す

る
医

療
機

器
創

出
を

目
指

し
た

拠
点

整
備

事
業

）
10

7,
73

1,
15

2
8,

38
2,

88
0

臨
床

研
究

開
発

推
進

事
業

（
ド

ラ
ッ

グ
・

ロ
ス

解
消

の
た

め
の

臨
床

試
験

人
財

の
海

外
派

遣
事

業
）

99
,0

07
,1

56

臨
床

研
究

・
治

験
推

進
研

究
事

業
（

ア
ジ

ア
地

域
に

お
け

る
臨

床
研

究
 ・

治
験

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
事

業
）

22
3,

89
1,

36
3

71
5,

00
0

令
和

7年
度

医
療

研
究

開
発

推
進

事
業

補
助

金
（

早
期

開
発

か
ら

後
期

開
発

ま
で

の
シ

ー
ム

レ
ス

な
研

究
開

発
支

援
体

制
構

築
事

業
）

16
9,

78
9,

60
9

令
和

7年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

（
が

ん
ゲ

ノ
ム

医
療

中
核

拠
点

病
院

機
能

強
化

事
業

）
60

,0
00

,0
00

令
和

7年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

金
及

び
中

毒
情

報
基

盤
整

備
事

業
費

補
助

金
（

臨
床

研
究

総
合

促
進

事
業

）
29

,5
73

,0
00

資
本

剰
余

金
預

り
補

助
金

等
収

益
計

上

令
和

7年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

（
が

ん
ゲ

ノ
ム

情
報

管
理

セ
ン

タ
ー

事
業

）
3,

33
2,

01
8,

00
0

2,
22

8,
23

4,
80

0

臨
床

研
究

開
発

推
進

事
業

（
医

業
技

術
実

用
化

総
合

促
進

事
業

）
19

9,
54

0,
00

0
53

,9
44

,0
00

令
和

7年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

（
希

少
が

ん
中

央
機

関
機

能
強

化
事

業
）

73
,3

94
,0

00

令
和

7年
度

衛
生

関
係

指
導

者
養

成
等

委
託

費
（

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

委
託

費
）

84
5,

36
8,

00
0

令
和

7年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

（
が

ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
推

進
強

化
事

業
）

13
6,

84
4,

00
0

令
和

7年
度

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（

補
助

）
金

（
小

児
が

ん
中

央
機

関
機

能
強

化
事

業
）

10
,0

00
,0

00
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18
,8

94
,0

00

31
,3

58
,0

00

29
,2

85
,0

00

1,
98

0,
00

0

18
4,

31
0,

00
0

10
2,

22
9,

00
0

35
,0

00

7,
50

0,
00

0

22
,9

35
,0

00

17
,0

80
,0

00

35
5,

97
5,

00
0

90
,0

00

6,
48

1,
47

3

0
1,

27
3,

76
4,

32
1

3,
35

3,
01

9,
46

5

１
２

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

:
千

円
、

人
）

（
注

）
１

．
２

．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
４

．
非

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
は

、
外

数
と

し
て

（
 

 
）

で
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

５
．

中
⾧

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
人

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

6,
92

0,
02

3,
08

3
0

2,
29

3,
23

9,
29

7

区
 

 
 

分
報

酬
又

は
給

与
退

職
手

当

国
際

共
同

治
験

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

相
談

窓
口

事
業

18
4,

31
0,

00
0

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額

支
給

人
員

東
京

都
生

産
性

向
上

・
職

場
環

境
等

整
備

支
援

事
業

補
助

金
22

,9
35

,0
00

感
染

管
理

認
定

看
護

師
等

資
格

取
得

支
援

事
業

補
助

金
35

,0
00

千
葉

県
生

産
性

向
上

・
職

場
環

境
整

備
等

支
援

事
業

給
付

金
17

,0
80

,0
00

29
,2

85
,0

00

区
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

預
り

補
助

金
等

収
益

計
上

10
2,

22
9,

00
0

令
和

7年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

金
（

ク
リ

ニ
カ

ル
・

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
・

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

推
進

支
援

事
業

）
18

,8
94

,0
00

(9
,4

20
)

(6
)

(-)
(-)

21
,5

21
1

52
,1

31
1

令
和

7年
度

移
植

対
策

（
造

血
幹

細
胞

）
事

業
費

補
助

金
31

,3
58

,0
00

令
和

7年
度

東
京

都
医

療
機

関
等

物
価

高
騰

緊
急

対
策

事
業

支
援

金

1,
98

0,
00

0

新
規

モ
ダ

リ
テ

ィ
対

応
ヒ

ト
初

回
投

与
試

験
体

制
整

備
等

事
業

令
和

7年
度

医
薬

品
等

迅
速

化
事

業
費

補
助

金
（

治
験

エ
コ

シ
ス

テ
ム

導
入

推
進

事
業

）

合
　
　
　
計

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
職

員
に

対
す

る
給

与
等

の
支

給
基

準
は

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
給

与
規

程
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

非
常

勤
職

員
給

与
規

程
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

非
常

勤
医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
修

練
医

等
給

与
規

程
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

合
 

 
 

計
(3

,1
02

,6
76

)
(1

,1
51

)
(-)

令
和

７
年

度
東

京
都

入
院

中
の

こ
ど

も
の

家
族

の
付

添
い

等
に

関
す

る
環

境
改

善
事

業
補

助
金

7,
50

0,
00

0

医
療

機
関

等
に

お
け

る
賃

上
げ

・
物

価
上

昇
に

対
す

る
支

援
事

業
35

5,
97

5,
00

0

災
害

時
看

護
体

制
整

備
事

業
協

力
金

90
,0

00

成
⾧

型
中

小
企

業
等

研
究

開
発

支
援

事
業

6,
48

1,
47

3

(-)
24

,7
64

,8
97

2,
96

8
55

4,
90

5
22

0

職
 

 
 

員
(3

,0
93

,2
56

)
(1

,1
45

)
(-)

(-)
24

,7
43

,3
76

2,
96

7
50

2,
77

4
21

9

役
 

 
 

員
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１
３

．
科

学
研

究
費

補
助

金
の

明
細

（
単

位
:

円
、

件
）

国
際

共
同

研
究

加
速

基
金

（
国

際
共

同
研

究
強

化
（

B）
）

よ
り

名
称

変
更

海
外

連
携

と
国

際
共

同
研

究
強

化
Bの

合
計

正
式

名
称

に
変

更

（
注

）
１

．
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

て
お

り
、

直
接

経
費

相
当

額
に

つ
い

て
は

、
外

数
と

し
て

（
 ）

内
に

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

摘
要

事
業

追
加

合
 

 
計

(3
98

)
39

8

 
 挑

戦
的

研
究

（
開

拓
）

 
 国

際
共

同
研

究
加

速
基

金
（

海
外

連
携

研
究

）

 
 挑

戦
的

研
究

（
萌

芽
）

学
術

研
究

助
成

基
金

助
成

金

   
 基

盤
研

究
(C

)

 
 若

手
研

究

 
 研

究
活

動
ス

タ
ー

ト
支

援

 
 国

際
共

同
研

究
加

速
基

金
（

帰
国

発
展

研
究

）

(1
14

,0
28

,7
86

)
22

,8
57

,8
19

(1
13

,0
05

,3
41

)
20

,2
73

,4
05

(2
0,

30
5,

63
0)

(7
42

,3
65

,3
24

)
19

0,
16

5,
42

9

5,
26

5,
00

0
(1

3,
77

2,
95

2)
2,

71
2,

51
0

(1
2,

77
2,

68
6)

2,
72

1,
00

0
(4

,1
00

,0
00

)

特
別

研
究

員
奨

励
費

（
外

国
人

）

基
盤

研
究

(B
)

基
盤

研
究

(S
)

特
別

研
究

員
奨

励
費

学
術

変
革

領
域

研
究

（
B）

学
術

変
革

領
域

研
究

（
A）

特
別

推
進

研
究

種
 

 
目

当
期

受
入

件
 

 
数

厚
生

労
働

科
学

研
究

費
補

助
金

基
盤

研
究

(A
)

科
学

研
究

費
補

助
金

(2
40

,5
81

,0
00

)
79

,5
04

,0
00

(2
10

,1
58

,2
58

)
52

,5
11

,6
95

(9
,2

55
,2

98
)

2,
77

6,
58

9
(1

30
,2

86
,7

27
)

31
,0

72
,8

13
(2

4,
00

0,
00

0)
7,

20
0,

00
0

(2
0,

00
0,

00
0)

6,
00

0,
00

0
(1

5,
21

6,
23

3)
2,

85
2,

29
3

(0
) 0

(0
) 0

(1
1,

40
0,

00
0)

2,
61

0,
00

0
(2

91
,6

26
,0

66
)

58
,1

49
,7

34

1,
20

0,
00

0
(1

3,
64

0,
67

1)
3,

12
0,

00
0

(3
) 3

(6
6) 66

(1
10

)
11

0
(1

2) 12
(8

0) 80 (4
) 4

(1
0) 10 (4
) 4

(1
) 1

(1
2) 12(1
)

(2
22

)
22

2
(1

26
)

12
6

(6
6) 661

(1
1) 11 (0
) 0

(0
) 0

(2
) 2

28



１
４

．
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

:
円

）
研

究
事

業
臨

床
研

究
事

業
診

療
事

業
教

育
研

修
事

業
情

報
発

信
事

業
計

法
人

共
通

合
計

Ⅰ
行

政
コ

ス
ト

損
益

計
算

書
上

の
費

用
合

計
16

,2
72

,0
28

,9
44

8,
83

2,
74

6,
95

8
75

,3
28

,9
11

,0
68

3,
54

2,
14

6,
61

2
2,

27
7,

73
3,

10
9

10
6,

25
3,

56
6,

69
1

1,
70

6,
35

9,
29

4
10

7,
95

9,
92

5,
98

5
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
 

減
価

償
却

相
当

額
53

2,
55

2,
02

3
36

,1
55

,5
18

22
,2

65
,3

09
18

,7
02

,3
16

2,
87

5,
36

4
61

2,
55

0,
53

0
32

,9
88

,6
50

64
5,

53
9,

18
0

 
減

損
損

失
相

当
額

0
0

0
0

0
0

0
0

 
利

息
費

用
相

当
額

0
0

0
0

0
0

0
0

 
除

売
却

差
額

相
当

額
16

0
1

0
0

17
0

17
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
計

53
2,

55
2,

03
9

36
,1

55
,5

18
22

,2
65

,3
10

18
,7

02
,3

16
2,

87
5,

36
4

61
2,

55
0,

54
7

32
,9

88
,6

50
64

5,
53

9,
19

7
行

政
コ

ス
ト

16
,8

04
,5

80
,9

83
8,

86
8,

90
2,

47
6

75
,3

51
,1

76
,3

78
3,

56
0,

84
8,

92
8

2,
28

0,
60

8,
47

3
10

6,
86

6,
11

7,
23

8
1,

73
9,

34
7,

94
4

10
8,

60
5,

46
5,

18
2

 
国

民
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
Ⅲ

事
業

費
用

、
事

業
収

益
及

び
事

業
損

益
事

業
費

用 業
務

費
16

,1
44

,3
89

,5
40

8,
81

8,
32

7,
01

2
75

,1
96

,5
28

,5
65

3,
54

2,
09

0,
23

4
2,

27
0,

04
3,

58
2

10
5,

97
1,

37
8,

93
3

0
10

5,
97

1,
37

8,
93

3
一

般
管

理
費

0
0

0
0

0
0

1,
44

2,
45

8,
59

8
1,

44
2,

45
8,

59
8

財
務

費
用

0
0

35
,3

42
,7

68
0

0
35

,3
42

,7
68

0
35

,3
42

,7
68

そ
の

他
88

,2
95

,9
74

9,
53

1,
59

9
54

,2
73

,2
99

56
,3

78
7,

68
9,

52
7

15
9,

84
6,

77
7

26
3,

63
6,

69
6

42
3,

48
3,

47
3

事
業

費
用

計
16

,2
32

,6
85

,5
14

8,
82

7,
85

8,
61

1
75

,2
86

,1
44

,6
32

3,
54

2,
14

6,
61

2
2,

27
7,

73
3,

10
9

10
6,

16
6,

56
8,

47
8

1,
70

6,
09

5,
29

4
10

7,
87

2,
66

3,
77

2
事

業
収

益 研
究

収
益

10
,9

17
,7

68
,3

19
8,

87
2,

13
9,

24
5

0
0

0
19

,7
89

,9
07

,5
64

0
19

,7
89

,9
07

,5
64

医
業

収
益

0
0

73
,0

61
,5

04
,7

81
0

0
73

,0
61

,5
04

,7
81

0
73

,0
61

,5
04

,7
81

研
修

収
益

0
0

7,
84

1,
42

0
54

,7
65

,4
57

36
,7

88
,7

00
99

,3
95

,5
77

2,
27

6,
00

0
10

1,
67

1,
57

7
教

育
収

益
0

0
0

0
0

0
0

0
運

営
費

交
付

金
収

益
2,

38
9,

32
7,

42
1

1,
92

0,
14

9,
03

9
10

8,
96

4,
00

0
78

8,
99

4,
00

0
98

5,
62

9,
55

3
6,

19
3,

06
4,

01
3

13
,0

81
,0

00
6,

20
6,

14
5,

01
3

補
助

金
等

収
益

37
8,

31
1,

20
0

1,
38

4,
84

4,
26

5
66

1,
10

2,
00

0
0

92
8,

76
2,

00
0

3,
35

3,
01

9,
46

5
0

3,
35

3,
01

9,
46

5
施

設
費

収
益

0
0

0
0

0
0

0
0

寄
附

金
収

益
24

,9
54

,0
56

3,
16

9,
76

0
69

,0
78

,5
32

0
3,

44
1,

31
7

10
0,

64
3,

66
5

17
,2

18
,2

17
11

7,
86

1,
88

2
資

産
見

返
負

債
戻

入
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
戻

入
77

,2
33

,7
48

13
8,

56
3,

00
8

0
1,

75
9,

80
0

2,
27

6,
22

5
21

9,
83

2,
78

1
0

21
9,

83
2,

78
1

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

97
8,

31
3,

04
4

36
,7

31
,6

56
26

,0
08

,3
51

0
23

2,
31

1,
20

0
1,

27
3,

36
4,

25
1

0
1,

27
3,

36
4,

25
1

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
62

,6
58

,5
68

33
3,

84
9

17
,3

03
,5

80
0

0
80

,2
95

,9
97

1,
30

3,
25

5
81

,5
99

,2
52

 (
経

常
)退

職
給

付
引

当
金

見
返

に
係

る
収

益
36

,0
97

,1
34

34
,7

55
,0

46
21

3,
59

6,
08

0
△

 3
,5

74
,9

45
0

28
0,

87
3,

31
5

55
2,

01
3,

62
7

83
2,

88
6,

94
2

財
務

収
益

86
,6

45
21

,9
04

0
0

0
10

8,
54

9
31

,4
08

,4
35

31
,5

16
,9

84
そ

の
他

51
4,

98
7,

00
9

83
,5

48
,7

21
28

5,
00

7,
40

8
29

,0
14

,1
24

90
,0

48
,2

15
1,

00
2,

60
5,

47
7

40
,0

35
,0

88
1,

04
2,

64
0,

56
5

事
業

収
益

計
15

,3
79

,7
37

,1
44

12
,4

74
,2

56
,4

93
74

,4
50

,4
06

,1
52

87
0,

95
8,

43
6

2,
27

9,
25

7,
21

0
10

5,
45

4,
61

5,
43

5
65

7,
33

5,
62

2
10

6,
11

1,
95

1,
05

7
事

業
損

益
（

△
損

失
）

△
 8

52
,9

48
,3

70
3,

64
6,

39
7,

88
2

△
 8

35
,7

38
,4

80
△

 2
,6

71
,1

88
,1

76
1,

52
4,

10
1

△
 7

11
,9

53
,0

43
△

 1
,0

48
,7

59
,6

72
△

 1
,7

60
,7

12
,7

15
Ⅳ

臨
時

損
益

等
臨

時
損

失
39

,3
43

,4
30

4,
88

8,
34

7
42

,7
66

,4
36

0
0

86
,9

98
,2

13
26

4,
00

0
87

,2
62

,2
13

臨
時

利
益

0
9,

27
8,

31
7

1,
29

1,
30

0
0

0
10

,5
69

,6
17

0
10

,5
69

,6
17

当
期

純
損

益
△
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,2
91

,8
00
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65

0,
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7,
85
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△
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,2
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,6
16

△
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,6
71

,1
88

,1
76

1,
52

4,
10

1
△
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,3
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,6
39

△
 1

,0
49

,0
23
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72

△
 1

,8
37

,4
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,3
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当
期

総
損

益
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92
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91

,8
00
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65

0,
78

7,
85

2
△

 8
77

,2
13

,6
16

△
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,6
71

,1
88

,1
76

1,
52

4,
10

1
△

 7
88

,3
81

,6
39

△
 1

,0
49
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23

,6
72

△
 1

,8
37

,4
05

,3
11

流
動

資
産 現

金
及

び
預

金
0

0
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0
0

0
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02

,7
29

,1
63
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,1
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医

業
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収
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95
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そ
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他
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△
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1,
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3,
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4
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46
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固

定
資
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固
定

資
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,1
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69
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,4
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,9
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,4
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4,
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0
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1,
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00

3
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,9
11

,9
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,6
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,6

83
,0
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,5

62
98

,5
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,9
22

,1
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そ
の

他
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0,

68
8,
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7
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0,

83
7,
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1

2,
50

6,
32

1,
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4
△

 1
0,
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9,

87
2
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0,

83
6,
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3

6,
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8,
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4,
29

3
5,
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3,
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7,
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6
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,7
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,4
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,2
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,5
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,2
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4,
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5,
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9,
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8

47
,1
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00
,8
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5,
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8,
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3
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7,
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6,
48

3
67

,7
66

,9
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,5
43
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,6

57
,8
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,8

55
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3,
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4,
81

5,
39

8
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,6
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,3

73
,8

83
2,

94
9,

13
0,

57
3

16
,5

81
,5

04
,4

56
Ⅱ

独
立

行
政

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
2,

15
1,

11
6,

91
2

Ⅴ
総

資
産

5,
69

2,
68

2,
09

8
△

 1
07

,1
95

,4
17

2,
41

2,
13

0,
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6
3,

48
3,

63
9,
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（
注

）
１

．
２

．
事

業
の

内
容

「
研

究
事

業
」

 :
 が

ん
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 :
 治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

Lの
向

上
に

つ
な

が
る

臨
床

研
究

及
び

治
験

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

 :
 が

ん
患

者
及

び
そ

の
家

族
の

視
点

に
立

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 :
 が

ん
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

門
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
門

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
行

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 :

 研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
見

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

民
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

３
．

事
業

費
用

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

な
費

用
で

あ
り

、
そ

の
主

な
も

の
は

、
管

理
部

門
に

係
る

費
用

（
1,

44
2,

45
8,

59
8円

）
で

す
。

４
．

総
資

産
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
金

及
び

預
金

（
30

,4
02

,7
29

,1
63

円
）

、
管

理
部

門
が

管
理

す
る

土
地

（
52

,8
04

,5
52

,1
00

円
）

、
建

物
（

58
7,

55
1,

55
0円

）
で

す
。

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

中
⾧

期
目

標
等

に
お

け
る

一
定

の
事

業
等

の
ま

と
ま

り
ご

と
の

区
分

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

30



１
５

．
関

連
公

益
法

人
の

状
況

（
１

）
公

益
財

団
法

人
が

ん
研

究
振

興
財

団
 

関
連

公
益

法
人

の
概

要

会
⾧

垣
添

 
忠

生
公

益
財

団
法

人
日

本
対

が
ん

協
会

 
会

⾧
（

元
国

立
が

ん
セ

ン
タ

ー
総

⾧
）

理
事

⾧
堀

田
 

知
光

公
益

財
団

法
人

が
ん

研
究

振
興

財
団

（
元

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

理
事

⾧
）

理
事

石
塚

 
正

敏
公

益
社

団
法

人
が

ん
研

究
振

興
財

団
 

専
務

理
事

理
事

上
田

 
龍

三
理

事
佐

野
 

武
公

益
財

団
法

人
が

ん
研

究
会

 が
ん

研
有

明
病

院
 

病
院

⾧
（

元
国

立
が

ん
セ

ン
タ

ー
部

⾧
）

理
事

関
谷

 
剛

男
公

益
財

団
法

人
が

ん
研

究
振

興
財

団
（

元
国

立
が

ん
セ

ン
タ

ー
部

⾧
）

理
事

田
中

 
利

彦
田

中
綜

合
法

律
事

務
所

 
代

表
弁

護
士

理
事

中
釜

 
斉

国
立

研
究

開
発

法
人

日
本

医
療

研
究

開
発

機
構

 
理

事
⾧

（
元

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

理
事

⾧
）

理
事

村
上

 
善

則
学

校
法

人
日

本
医

科
大

学
先

端
医

学
研

究
所

 
特

命
教

授
監

事
亀

口
 

政
史

亀
口

公
認

会
計

士
事

務
所

 
所

⾧
顧

問
荒

蒔
 

康
一

郎
公

益
財

団
法

人
が

ん
研

究
振

興
財

団
 

前
会

⾧

 
関

連
公

益
法

人
と

の
取

引
の

関
連

図

 
関

連
公

益
法

人
の

財
務

状
況

（
単

位
:

円
）

（
注

）
１

．
収

支
計

算
書

を
作

成
し

て
い

な
い

た
め

、
当

期
収

入
合

計
額

、
当

期
支

出
合

計
額

、
当

期
収

支
差

額
は

記
載

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

 
関

連
公

益
法

人
の

正
味

財
産

に
つ

い
て

（
単

位
:

円
）

A
B

C=
A-

B
D

E=
C+

D
F

G
H=

F-
G

I
J=

H
+

I
K=

E+
J

12
4,

66
4,

95
7

32
,6

96
,4

27
91

,9
68

,5
30

14
0,

14
1,

27
3

13
7,

34
8,

61
7

2,
79

2,
65

6
0
△

 1
5,

47
6,

31
6

2,
05

0,
56

0,
73

7
2,

03
5,

08
4,

42
1

0
0

0
0

0
0

0
2,

03
5,

08
4,

42
1

 
関

連
公

益
法

人
と

の
取

引
の

状
況

（
単

位
:

円
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【国立研究開発法人　国立がん研究センター】 （単位:円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 2,656,196,000 2,869,292,013 213,096,013 1,798,996,000 2,113,117,063 314,121,063 配分額の増

施設整備費補助金 568,362,000 － △ 568,362,000 国からの入金が翌年度 － － －

になったことによる減
⾧期借入金等 － － － － － －

業務収入 10,633,276,000 11,268,006,369 634,730,369 8,582,839,000 8,589,803,098 6,964,098

その他収入 4,117,404,000 3,905,901,424 △ 211,502,576 1,082,303,000 1,830,218,317 747,915,317 補助金収入の増

計 17,975,238,000 18,043,199,806 67,961,806 11,464,138,000 12,533,138,478 1,069,000,478

支出

業務経費 13,207,611,000 14,309,193,511 1,101,582,511 9,416,617,000 8,290,759,643 △ 1,125,857,357 経費の減

施設整備費 3,334,285,522 862,060,415 △ 2,472,225,107 固定資産取得の減 306,565,843 257,629,894 △ 48,935,949 固定資産取得の減

借入金償還 38,308,680 38,308,680 0 8,949,600 46,035,396 37,085,796 リース償還額の増

支払利息 － － － － － －

その他支出 － － － － － －

計 16,580,205,202 15,209,562,606 △ 1,370,642,596 9,732,132,443 8,594,424,933 △ 1,137,707,510

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 68,964,000 389,708,750 320,744,750 配分額の増 818,994,000 796,995,701 △ 21,998,299

施設整備費補助金 － － － － － －

⾧期借入金等 － － － － － －

業務収入 73,543,602,000 72,334,859,952 △ 1,208,742,048 61,223,000 55,015,491 △ 6,207,509 研修収入の減

その他収入 483,586,000 992,930,157 509,344,157 寄付金収入の増 26,027,000 29,014,124 2,987,124 宿舎貸与収入の増

計 74,096,152,000 73,717,498,859 △ 378,653,141 906,244,000 881,025,316 △ 25,218,684

支出

業務経費 67,475,651,000 69,228,128,298 1,752,477,298 3,499,324,000 3,513,725,884 14,401,884

施設整備費 5,956,618,000 3,337,212,640 △ 2,619,405,360 固定資産取得の減 － 113,773 113,773

借入金償還 1,218,322,832 1,196,628,758 △ 21,694,074 － － －

支払利息 31,016,000 22,752,339 △ 8,263,661 利息の減 － － －

その他支出 － － － － － －

計 74,681,607,832 73,784,722,035 △ 896,885,797 3,499,324,000 3,513,839,657 14,515,657

決　算　報　告　書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

臨床研究事業

診療事業 教育研修事業

区　　分

区　　分

研究事業
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（単位:円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 1,066,137,000 987,770,776 △ 78,366,224 502,904,000 33,095,697 △ 469,808,303 配分額の減

施設整備費補助金 － － － 246,250,000 246,250,000 0

⾧期借入金等 － － － － － －

業務収入 － － － － － －

その他収入 1,048,839,000 1,080,724,660 31,885,660 1,252,157,000 787,166,615 △ 464,990,385 寄付金収入の減

計 2,114,976,000 2,068,495,436 △ 46,480,564 2,001,311,000 1,066,512,312 △ 934,798,688

支出

業務経費 1,929,756,000 1,875,002,879 △ 54,753,121 2,095,794,170 725,927,988 △ 1,369,866,182 経費の減

施設整備費 170,846,558 5,247,000 △ 165,599,558 固定資産取得の減 329,070,000 84,578,450 △ 244,491,550 固定資産取得の減

借入金償還 － － － － － －

支払利息 － － － － － －

その他支出 － － － 0 3,000,000,000 3,000,000,000 金銭信託の運用に
よる増

計 2,100,602,558 1,880,249,879 △ 220,352,679 2,424,864,170 3,810,506,438 1,385,642,268

予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 6,912,191,000 7,189,980,000 277,789,000

施設整備費補助金 814,612,000 246,250,000 △ 568,362,000 国からの入金が翌年度
になったことによる減

⾧期借入金等 － － －

業務収入 92,820,940,000 92,247,684,910 △ 573,255,090

その他収入 8,010,316,000 8,625,955,297 615,639,297 寄付金収入等の増

計 108,558,059,000 108,309,870,207 △ 248,188,793

支出

業務経費 97,624,753,170 97,942,738,203 317,985,033

施設整備費 10,097,385,923 4,546,842,172 △ 5,550,543,751 固定資産取得の減

借入金償還 1,265,581,112 1,280,972,834 15,391,722

支払利息 31,016,000 22,752,339 △ 8,263,661 利息の減

その他支出 0 3,000,000,000 3,000,000,000 金銭信託の運用に
よる増

計 109,018,736,205 106,793,305,548 △ 2,225,430,657

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

区　　分
情報発信事業 法人共通

　 （３）損益計算書の一般管理費は、決算報告書上は「業務経費」に含んでおります。
　 （２）損益計算書の業務収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。

区　　分
合　　計

　 （１）損益計算書の補助金等収益、寄附金収益、財務収益、その他経常収益、臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含んでおります。

　 （４）損益計算書のその他経常費用、臨時損失は、決算報告書上は「その他支出」に含んでおります。
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